公民館のコミュニティセンター移行

H25.7.2

１．移行に対する市の基本的な考え方

【方向性】　　　

　　「まちづくり協議会」の活動拠点である「公民館」を地域コミュニティの拠点いわゆる「協働のまちづくりを実践する中心的な場」と位置づけ、「コミュニティセンター」への移行を推進します。

　　・坂井市総合計画後期基本計画

　　・坂井市公共施設マネジメント白書
【必要性】　　　

公民館は、「市町村その他一定区域内の住民のために、実際生活に即する教育、学術及び文化に関する各種の事業を行い、もつて住民の教養の向上、健康の増進、情操の純化を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的（社会教育法第２０条）」として設置されています。

社会教育・生涯学習活動を通じて地域住民の学習活動あるいは文化活動に寄与するための施設です。
現在では、坂井市の公民館は、協働のまちづくりを実践するまちづくり協議会の活動拠点として、地域のまちづくりやコミュニティ醸成の役割も担うようになっています。

※　現に公民館は社会教育的の拠点施設としての機能＋地域コミュニティ活動の拠点施設としての機能を合わせもつ（ダブルの目的）

⇒　地域の特色を生かした様々な活動が可能となる、魅力あるまちづくりを進めるため地域コミュニティ活動の拠点施設に移行

地方分権の進展　⇒　地域住民による自主的な地域づくり　⇒　社会教育に限定された公民館　⇒　様々な活動が可能なコミュニティセンター　⇒　地域活動の重要な拠点

⇒　協働のまちづくりの推進及び拡大
【検討委員会】　　　

　　検討委員会では、公民館をコミュニティセンターに移行するかしないかの賛否を検討するものではなく、協働のまちづくりを推進する中心的な活動拠点としてのコミュニティセンターのあり方について、様々な視点から検討します。

1 コミュニティセンターの運営及び管理の範囲について（市の責任範囲）

2 公民館が担ってきた社会教育及び生涯学習における「学び」のあり方及び推進の方法について

3 まちづくり協議会の組織体制強化について

4 コミュニティセンターの業務内容とまちづくり協議会の業務内容について

5 先進地視察研修
　　【まちづくり協議会が地域活動を行う意義】
「坂井市まちづくり基本条例」第３０条では、地域の特性を活かした豊かなまちづくりを目指し、一定のまとまりのある区域において地域づくり活動を行う組織として

「まちづくり協議会」を位置づけている。

２．コミュニティセンター化に関する市の取組み経緯

【公共施設のあり方についての取組みから】

市民に財政状況や公共施設の実態を解りやすく公表し、加えて市が考えているこれからの施設を通した行政サービスのあり方について、一定の方針を示しながら、地区区長会、まちづくり協議会、地域協議会との意見交換会を実施。

　● 公共施設のあり方についての市の考え方、方向性などの方針説明

　　　地区区長会、まちづくり協議会

平成２３年１０月２６日　～　１１月１１日

[主な意見概要]

行政改革の観点から、全体の公共施設のあり方について意見交換を求めましたが、参加者の意識は一番身近な「公民館からコミュニティセンター移行」集中するとともに、移行の理由が「協働のまちづくり推進」ではなく、「施設管理経費の削減」にあるとの誤解が生じてしまったようである。

　● 公共施設のあり方についての市の考え方、方向性などの方針説明

　　　まちづくり協議会

平成２４年２月１５日　～　２月２０日

[主な意見概要]

前回の公共施設のあり方についての説明会で、殆どが「公民館からコミュニティセンター移行」に関することに意見集中したため、まちづくり協議会関係者を対象に説明会及び意見交換会を実施した。

今回は、コミュニティセンターへゆるやかに移行していくことを重点に説明を行いましたが、やはり、まちづくり協議会が公民館（コミュニティセンター）の指定管理者となることについて、指定管理者としての能力をもっているかどうかという不安などから、「押し付け」「時期尚早」といった意見が多く出された。

● 公民館運営の方向性について説明

　　　まちづくり協議会・地区区長会

平成２４年５月７日

[市の方向性]

当初は、５年を目途に公民館からコミュニティセンター移行し、管理・運営をまちづくり協議会に担ってもらう方向性であったが、説明会及び意見交換会の意見を尊重し、方向性を一部修正した。

1 公民館の運営等について、当分の間現状のまま市が管理、運営します。また、各まちづくり協議会の運営が充実するよう支援することに重点を置きます。

2 ２３のまちづくり協議会が、公民館（コミュニティセンター）の自主運営に対応可能な状態になるなど、その成熟度を見極めながら進めていくこととします。

　　[主な意見概要]

1 市の方向性を明確にしてほしい。

2 組織強化や後継者育成など課題があるので、市としての支援をお願いしたい。

3 認知度を上げる方策を検討すべきである。

4 公費が投入されており、公の施設であるため、管理や人事については市が責任をもって行うべきである。

5 まちづくり協議会に全てを任せるまでの体力がない。

３．検討委員会のスケジュール

　　　第１回　平成２５年７月２日（火）１９時３０分　～

　　　　　　　・委員委嘱式

　　　　　　　・コミュニティセンター化の目的及び意義について

　　　第２回　　８月

　　　　　　　・コミュニティセンターの管理及び運営の範囲について

　　　　　　　・コミュニティセンターの業務内容とまちづくり協議会の業務内容について

　　　　　　　・公民館における社会教育及び生涯学習の推進及び今後の方針について

　　　第３回　１０月

　　　　　　　・公民館における社会教育及び生涯学習の推進及び今後の方針について

　　　　　　　・まちづくり協議会の課題及び問題点について

・まちづくり協議会の組織強化について

　　　第４回　１２月

　　　　　　　・職員体制及び職員の雇用形態について

・交付金等市の支援について

　　　第５回　　２月

　　　　　　　・コミュニティセンターの移行の時期及び方法について

　　　第６回　　３月

　　　　　　　・総括

・報告書提出

　　　　　※　６回の開催を予定しているが、検討内容により変更がある。

　　※　先進地視察については、時期を見て早い段階で実施予定
● 先進地視察研修

検討委員会の状況をみて、コミュニティセンターに移行した先進地の

視察を実施

[候補地]

1 滋賀県近江八幡市　⇒　管理は「市」　運営を「まちづくり協議会」
2 滋賀県東近江市　⇒　指定管理「まちづくり協議会」
3 富山県射水市　⇒　指定管理「地域振興協議会」
4 石川県加賀市　⇒　指定管理「まちづくり協議会」
など
